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論　　　説

首相の“責任”は追及すべきか① 
――対称情報モデルによる検討――

上　條　諒　貴＊

（１）序（１）序

2020 年 4 月 7 日、新型コロナウイルス感染症への対応に関する安倍晋

三内閣総理大臣（当時）の記者会見が行われ、一人の外国人記者が以下の

ような質問を行った。

「（…）今まで世界はほとんどロックダウンにしているのですけれども、日

本だけ今まで天国が見えると思いますよね（原文ママ）。今まで御自分で

対策を投じた中で、一か八かの賭けが見られますね。成功だったら、もち

ろん国民だけではなくて世界から絶賛だと思いますけれども、失敗だった

らどういうふうに責任を取りますか。」
⑴

この質問は、政策決定者の意思決定に内在する本質的な困難をよく表し

ている。すなわち、未知の要素を多く含む難しい政策課題を改善・解決す

るということを目指すのであれば、成功の可能性もあるが失敗の可能性も

＊本学法学部専任講師

⑴　首相官邸ホームページ「新型コロナウイルス感染症に関する安倍内閣総理大臣記

者会見」https://www.kantei.go.jp/jp/98_abe/statement/2020/0407kaiken.html ( 最終アク

セス 2020/8/30)
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あるというリスクのある政策手段をとる必要が生まれる。そして、成功が

称賛と共に多くの政治的利益を生む一方、失敗は批判と共に多くの政治的

費用を生むのである。

政策決定とはこのように本質的にリスクを伴うものであり、この構造か

ら政策決定者が逃れることは難しい。事実、上述の外国人記者の質問が注

目を集めたのは、質問の内容それ自体というよりもその質問に対する首相

の返答の内容によるところが大きい。というのも、この質問に対して安倍

首相は

「例えば最悪の事態になった場合、私たちが責任を取ればいいというもの

ではありません。」
⑵

と述べ、これが、政策が失敗した場合の“責任”から逃れようとするも

のであるとして、野党やメディアから大きな批判を浴びることになったの

である
⑶
。

政府がリスクのある政策を選択したとき、それは有権者が政府の能力を

評価するまたとない機会となる。しかしそれは、政策結果が政府の政策選

択に起因するという結びつきが明らかになってはじめて可能になる。「こ

うした現在の苦境は政府のこの政策の失敗に起因する」という形で悪い政

策結果に対する政府の“責任”を明らかにするということが、野党やメディ

アが民主主義国家において果たすことが期待される根幹的な役割の一つで

あると言えよう （cf. Ashworth and Shotts 2010）。

しかし、「政府の“責任”を追及する」ということは、日本を含めた議

院内閣制と呼ばれる制度を採用する国においてはもう少し複雑な様相を呈

する。議院内閣制とは、端的に言えば政府が議会の信任に依存する執政制

度のことであるが
⑷
、ここで重要なのは、執政長官、すなわち国のトップ

⑵　注⑴に同じ。

⑶　一例として「社説　コロナと情報発信　政治責任果たしていない」（毎日新聞 
2020 年 4 月 14 日　東京朝刊）
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リーダーである首相が選挙を伴わずに交代するということを許容する制度

であるという点である。もう片一方の代表的執政制度である大統領制にお

いては、執政長官である大統領は固定任期であるので、たとえどれほど政

策的失敗を重ねようとも（弾劾など一部の例外的手続の場合を除けば）任

期を務めあげるほかないのである。

こうした議院内閣制という制度の特性は、それに実際のところどのよう

な意味があるのかということはさておき、首相が辞職するという形で政策

的失敗の“責任”をとるということを可能にする。そして、こうした制

度特性は野党やメディアの戦術にも影響を与えうるのである。すなわち、

冒頭の記者の質問も含め、こうした制度下で野党やメディアが政府、とり

わけ首相の“責任”に言及するとき、しばしば、それは上述した「政策

選択と政策結果の間の因果連関を認めるか（認めるべき）」ということ以

上の意味持っている。有り体に言えば、それは「政策的失敗の“責任”を

とって辞任せよ」、ということを含意・要求しているのである。事実、そ

の後のコロナウイルスの影響を受けての政府の経済対策の一つ（いわゆる

GoTo トラベル）について、立憲民主党の安住淳国会対策委員長（当時）は、

「（…）これによって、もし感染者が地方で増えたりしたら、はっきり申し

上げますが、政治責任をとっていただく。（内閣）総辞職に値すると思い

ますよ。本当に。」
⑸

と発言している。

野党やメディアがこのようなフレームで首相の“責任”追及を行い、有

権者が「政策的失敗にもかかわらず首相が辞職しないことは“無責任”な

行為であり、否定的に評価されるべきことである」という認識を強めれば、

⑷　詳しくは建林・曽我・待鳥（2008, 第 4 章）などを参照。

⑸　「GoTo「感染増なら総辞職に値する」　立憲・安住氏」（朝日新聞デジタル 2020
年 7 月 22 日　https://www.asahi.com/articles/ASN7Q3V27N7QUTFK006.html 最終アク

セス 2020/8/30）



首相の“責任”は追及すべきか①（上條）

- 4 -

政策的失敗後も辞任しなかった首相の政権運営には様々な困難が生じるだ

ろう。言い換えれば、議院内閣制における政策的失敗は、そうした失敗を

招いたということから生じる否定的評価以上の、その後の行動（すなわち

辞任するか否か）に条件づけられた付随的な政治的コストを首相に発生さ

せうるものと考えられるのである。そうであるとすればこうしたコストの

存在は、それを予期した首相の政策や辞任の選択に影響し、ひいては有権

者の厚生 （welfare）にも影響を与えるだろう。

本稿は、首相の“責任”追及という議院内閣制国家における野党やメディ

アの欠くべからざる役割のうち、政策的失敗に伴う首相への辞任要求とい

う一つの側面に着目し、そこから首相に発生しうる政治的コストが持つ意

味について検討するものである。より具体的には、政策的失敗の後も首相

職にとどまることの政治的コストの大きさの違いが、首相が有権者にとっ

て最も良い政策選択を行うか / 能力の高い首相を得ることができるかとい

ういわゆる「アカウンタビリティ」の問題にどう影響するかということを

数理的に分析していく。

あらかじめ本稿の数理モデルから得られた知見を要約しておくと以下の

とおりである：

政策的失敗後に首相職にとどまるコストが高まることは、首相の政策選択

と辞任の選択を通じて有権者の厚生に影響する。

① 　ただし、それは野党に対する与党リーダーの政策的能力の相対的評

判（平均的能力）が一定以上高い場合に限る。

② 　（例えば）首相職の価値が大きい場合、有権者の政策的利得の減少

をもたらす。

③ 　（例えば）首相の政策への利害関心が大きい場合、有権者が選挙後

に能力の高い首相を得る確率の（従って利得の）増加をもたらす。

以下では、（２）節で本稿の主題に関連する文献を紹介したうえで、（３）

節で数理モデルを導入する。その後の（４）節でモデルの解を求めたうえ
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で、（５）節では政策的失敗のコストの違いが有権者の厚生に与える影響

を明らかにする。最後の（６）節では議論のまとめと残された課題の検討

を行う。

（２）首相のアカウンタビリティ（２）首相のアカウンタビリティ

（２－１）執政長官のアカウンタビリティ：誘因付けと選抜（２－１）執政長官のアカウンタビリティ：誘因付けと選抜

民主制におけるアカウンタビリティの問題、とりわけ選挙というメカニ

ズムを通じて有権者が政治家をどの程度コントロールできるかという選挙

アカウンタビリティの問題については、民主主義の理論における中心的ト

ピックの一つとして、本稿も用いる数理的な手法の助けを借りながら多く

の研究が蓄積されてきた
⑹
。

初期の研究は、一定以上のパフォーマンスを政治家が見せなければ選挙

で落選させるという有権者の戦略によって、現職政治家の行動を規律する

ことができるかという「誘因付け （incentive）」の問題を扱ったが （Barro 

1973; Ferejohn 1986 など）、後の研究は、選挙アカウンタビリティにとっ

て重要なのは誘因付けの問題に限られず、選好の一致や能力の高さなど有

権者にとって望ましい属性を持つ政治家を選挙によって選び出すことがで

きるかという「選抜 （selection）」の問題も重要であることを指摘し
⑺
、今

日では多くの研究が「誘因付け」と「選抜」双方の問題を扱うようになっ

ている
⑻
（例として Ashworth and Bueno de Mesquita 2014 など）。本稿も政

⑹　包括的なレビューとしては、Besley (2006, ch.3), Ashworth (2012) などを参照。また、

選挙アカウンタビリティの問題を数理的に分析した邦語文献としては曽我 (2015)
を参照。

⑺　誘因付けの問題だけを扱ったモデルの実質的、方法論的な不十分さを鋭く指摘し

た代表的研究として Fearon (1999) がある。

⑻　情報の経済学、あるいはエージェンシー理論の用語でいえば、「誘因付け」の問

題はモラル・ハザード（moral hazard）の問題、選抜の問題は逆選択（adverse 
selection）の問題と言い換えることもできる。この点について、詳細は Besley (2006, 
ch.3) などを参照。
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策選択という首相の行動
⑼
と首相の政策的能力の双方を扱ったモデルを構

築する。

このように豊富な研究蓄積があるが、先行研究の問題の一つは、多くの

研究が一人の「現職政治家」と有権者という最も抽象的な状況をモデル化

しており、その他の制度的文脈はモデルに内生化していないという点であ

る。個別の議員と選挙区の行動を扱っているのか、それとも例えば大統領

と有権者の関係を扱っているのかということを必ずしも明らかにしないと

いうことは
⑽
、数理モデルが本質的に極端な抽象化を指向する営みである

ことを考えれば十分理解できるが、各モデルにおける政治家が例えば政策

を選択するものと考える場合、それが個別の議員であるのか、より大きな

権限をもった執政長官であるのかといった点を区別しなければ、そうした

政治家の選択が有権者に何をもたらすのかといったことを考えるのは本来

的には困難なはずである。言い換えれば、執政長官のアカウンタビリティ 

（executive accountability）にはそれ独自のモデル / 理論が構築されること

が望ましいと考えられるのである。

他方、執政長官、あるいはリーダーのアカウンタビリティの問題を想定

していることを明確にしている研究も存在するが、それらは多くの場合大

統領制を想定している （Canes-Wrone, Herron, and Shotts 2001 など）。この

ような集中の主要な理由は、アカウンタビリティの代表的研究者の一人で

ある Besley が指摘するように、「エージェンシーのモデルは、市長 / 大統

領 / 知事のように有権者によって直接選出される個人の分析に応用すると

き最もよく機能する （Besley 2006, p.105）」ためである。すなわち、大統

領という、有権者に直接選出される独任制の執政長官については、数多く

⑼　ただし、本稿のモデルにおいてはもともとの「誘因付け」のモデルとは異なり、

有権者の選挙における行動によって政治家の政策選択が規律されるわけではない。

しかし政治家が有権者にとって最もよい行動を選択する誘因を持つかという問題構

造は共通しているため、以下では同様にこれを「誘因付け」の問題と呼ぶ。

⑽　もちろん、例えば各選挙区における選挙区サービスの問題を扱うなど、文脈が明

らかな研究も存在する（Ashworth and Bueno de Mesquita 2006 など）。
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の蓄積があるアカウンタビリティ研究の手法が自然な形で応用できるので

ある。これは裏返していえば、議院内閣制における執政長官のアカウンタ

ビリティの分析に関しては、様々な追加的な制度的文脈をモデルに組み込

む必要があるということであり、それゆえ首相のアカウンタビリティの数

理的な分析は、大統領のそれに比して未だ発展していないものということ

ができよう。本稿は、執政長官（首相）が交代可能という議院内閣制の制

度特性をアカウンタビリティのモデルに組込むことでこうした理論発展に

貢献することを目指すものと位置づけることができる
⑾
。

（２－２）情報構造（２－２）情報構造

上述したように、本稿では首相の政策的能力 （competence）に特に着目

をし、高い能力を備えた首相を戴くことができるかという「選抜」の問題

も扱う。

有権者がより自らにとって望ましい属性（大まかにいって、有権者との

選好の一致度合い（congruence）と能力を含めたそれ以外のいわゆる

valence と呼ばれる個人的属性 （Stokes 1963）に大別される）を備えた政

治家を選び出すという選抜の問題を扱うモデルにおいて、モデルのクラス

を区別する最も重要な仮定の違いは「政治家が自らの属性について知って

いる」と考えるか否かという点である。「政治家も有権者と同様に政治家（自

ら）の属性については正確にわからない」という対称情報の仮定を置くモ

デルは career-concerns モデル （ex. Holmström 1999）と呼ばれ、有権者は

⑾　もちろん例外的に、議院内閣制と大統領制の制度的違いをアカウンタビリティの

モデルに組み込んだ Persson, Roland, and Tabellini (1997) のような研究も存在するが、

そこでは権力分立的な制度配置が主に誘因付けの問題に与える影響に焦点が当てら

れており、本稿が着目するような、執政長官の交代可能性はモデルにおいて考慮さ

れていない。しかし、直観的にも明らかなように、ある政策を決定した執政長官が

選挙前に交代する可能性があるということは「誘因付け」の問題に関しても「選抜」

の問題に関しても多大な影響があると考えられる。事実この点は執政制度の違いが

アカウンタビリティ、特に誘因付けの問題に与える影響を実証的に検証した研究が

特に着目した点でもある（Hellwig and Samuels 2008）。
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政策結果などの情報のみから政治家の属性を推論することになる。これに

対して、「政治家だけは、政治家（自ら）の属性を正確に知ることができる」

という非対称情報を仮定するモデルはいわゆるシグナリングのモデルであ

り、有権者は政策結果のみならず政治家の行動（正確には異なる属性ごと

の行動に関する予測と現実に観察した行動）からも政治家の属性を推論す

る
⑿
。

政治家の属性として、有権者との選好の一致度合いを問題にする場合、

自らの好みについては知っていると考えるのが自然であるから多くの場合

シグナリング・モデルが採用されることとなる （ex. Besley 2006, ch.3）。

しかし、政治家の（政策的）能力を問題にする場合、先行研究の判断は

分かれている。政治家が本当は有権者のためにならないと知っていても有

権者の好む政策を採用する誘因を持つかということを分析するいわゆる

「迎合 （pandering）」のモデルにおいては、政治家は自らの能力を知ってい

る（そうでなければ「本当は有権者のためになる」ということを自分が分

かっているのか判断できない）ことを前提とするが （Canes-Wrone, Herron, 

and Shotts 2001 など）、多くの場合 career-concerns モデル、すなわち対称

情報の仮定が採用される （Ashworth and Bueno de Mesquita 2014 など多

数）。

対称情報の仮定が採用されることが多い理由は、その技術的な扱いやす

さという方法論的な考慮も大きいが、政策選好のような好みの問題と違い、

さまざまに政策課題や意思決定の環境が移り変わる中で、自らが現在直面

している課題を適切に処理する能力を有しているかを判断するのは難しい

のではないかという考慮にもよっている （Besley 2006, p103; Gehlback 

2007, p.9）。

政治家と有権者が、政治家の能力について全く同水準の情報を持ち合わ

せているというのも非現実的に思える一方で、上述の対称情報の仮定を正

当化する論理にも一定の説得力がある。しかし、どちらかの仮定を採用し

⑿　両モデルの違いについて、詳しくは Gehlbach (2013, ch.7) などを参照。
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なければモデルによる明確な分析を行うことは不可能であるので、本稿で

は多くの先行研究と同様に対称情報の仮定を採用することとし、非対称情

報の仮定を採用した場合の分析については別稿に譲ることとする。

（２－３）政策選択とリスク（２－３）政策選択とリスク

冒頭で述べたように、本稿はリスクを伴う政策選択に関心を持つ。リス

クを伴う選択については、これまでいわゆる multi-armed bandit （ここの例

では two-armed bandit）と呼ばれるモデルを用いて分析されており、集合

的意思決定主体によるリスクのある選択を分析した Strulovici （2009）、意

思決定者に適切な水準のリスクを取らせるにはどのような雇用ルール（終

身雇用、任期制限など）が望ましいかを分析した Aghion and Jackson 

（2016）、野党の存在が政治改革（リスクのある政策）の水準に与える影

響を分析した Dewan and Holtala-Vallve （2019）などが例として挙げられる。

本稿との関連でこうした分析の問題状況を説明すると、まず、意思決定

主体はリスクのある選択か安全策のいずれかを選択するが、安全策が関係

者（有権者など）に一定の利得をもたらすのに対し、リスクのある選択は

意思決定主体の能力などの属性に依存する確率分布に従う利得を関係者に

もたらす。よって、意思決定主体の属性の値に応じて関係者にとって適切

なリスクテイクの水準というものが存在することになる（ex. 意思決定者

の能力が高く、リスクのある選択をしても成功の見込みが高いのであれば、

関係者は意思決定者がリスクのある選択をしてくれることを好む）。しか

し、ここで重要なのは、意思決定者は必ずしも関係者の利得水準を最大化

するということだけを考慮するわけではなく、自らの属性に関する評判に

も関心を持つということである。リスクのある選択はその成功 / 失敗とい

う結果を通じて、意思決定者の能力の高低など、その属性に関する情報を

関係者にもたらすため、意思決定者は自らの評判が変動しうるということ

も考慮に入れてリスクをとるか安全策をとるかという決定をしなければな

らないのである。

本稿もこれらの研究と同様の問題意識に立つ。すなわち、選挙において
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は首相の能力に関する評判が党の勝敗に大きく影響するため、首相はリス

クのある政策 / 安全な政策（現状維持）が有権者にもたらす政策的利得だ

けでなく、リスクのある政策を選択すると自らの能力に関する新たな情報

が明らかになるということを考慮に入れて政策選択を行うものと考えてモ

デルを構築していく。

（３）モデル（３）モデル

以下では、現職の首相（I, Incumbent）と代表的有権者（V, Voter）の間

のゲームを考える。本稿のモデルは、首相が交代した場合の後継首相（R, 

Replacement）と潜在的な次期首相候補である野党党首（O, Opposition）

についてもその要素とするが、単純化のためそれらの行動はモデルに内生

化しない。

I,R,O には能力が高いタイプ と能力が低いタイプ の二つのタイプが

あり（ ）、能力が高いタイプである事前確率は、与党

G に属する I, R と O それぞれについて、   

であるものとする。従って、パラメーター は、人材プール

の質、有能なリーダーを選出する力といったものに関する与党 G の（野

党 O に対する）相対的評判を表すものと考えることができる。上述した

ように本稿のモデルでは政治家と有権者の対称情報を仮定する。すなわち、

こうした事前分布が共有知識であるだけであり、現職首相と有権者共に実

際の各政治家のタイプはわからないものとする。

まずゲームの冒頭で自然
⒀
（ ）が I のタイプを事前分布に従って

選択したのち、I はリスクのある政策（ ）か、安全な政策

（ ）を選択する（この行動を I の一回目の行動ということ

で と表記しよう）。安全な政策（ ）を選択した場

合、政策は現状維持となるものとする。これに対して、I がリスクのある

⒀　自然とは外生的な確率分布に従い、利得に影響を与える確率変数の実現値を決定

する仮想的かつ非戦略的なプレイヤーである。
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政策（ ）を選択した場合、再び自然の選択によって、政策が成功（ ）

するか失敗（ ）するかが決定される。成功および失敗の可能性は I

の能力（タイプ）に依存し、政策課題の専門性、両タイプの能力の違いの

程度、首相の権限の大きさなどを表すパラメーター を用いて、以

下のように決定されるものとする。

政策が失敗に終わった場合、そうした政策結果を受けて、I は首相の座に

とどまる（ ）か、辞任する
⒁
（ ）かを決定する（先ほどと同様に、

これを と表記する）。辞任をした場合、R が首相の座

に 就 く。 以 上 よ り、I の 戦 略 は、

となる。

これに対して V は（a）I が安全な政策をとった場合、（b）（ I がリスクの

ある政策をとったうえで）政策が成功した場合、（c）（I がリスクのある

政策をとり、政策が失敗したうえで）I が首相の座にとどまった場合、（d）

（I がリスクのある政策をとり、政策が失敗したうえで）I が辞職した場合

の 4 つの場合について、選挙において与党 G と野党 O のどちらに投票す

るかを決定する。この（a）-（d）の各行動をそれぞれ 

と表記すると、V の戦略は 

となる
⒂
。

⒁　著者の研究を含め、議院内閣制に関する諸研究の中には、首相の辞職を、その自

発的意思決定というより、政権党内一般議員や連立内からの圧力、および非協力の

帰結と捉えるものがある（例として Matsumoto and Laver 2015; 上條 2017 など）。議

院内閣制が議会内多数派からの信任をその本質とすることに鑑みればこれはより自

然な見方である。しかしそうした政権（連立）内政治は本稿の分析の主眼ではない

ので、その本質的原因の如何に関わらず、辞職を首相の選択として捉える。

⒂　ここで（a）-（c）については「G に投票する」とは I と O を比較して I を選ぶとい

うこと、（d）については「G に投票する」とは R と O を比較して R を選ぶという

ことであるということに注意されたい。
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以上のようにゲームの流れを説明したうえで、プレイヤーの利得につい

て説明しよう。両プレイヤー共に、選挙前の I の政策選択の結果および誰

が首相職の座にあるかということから利得を得る
⒃
。

まず政策から生じる利得について述べると、本稿のモデルにおいては単

純化のため、IとVの間で政策選好の違いはないものと考える。具体的には、

安全な政策が選択された場合、現状維持の結果、両者は利得 0 を得るが、

リスクのある政策が選択された場合、政策が成功すれば両者は利得 、

失敗すれば  を得るものとする。選挙前と選挙後の二期間からなるア

カウンタビリティの数理モデル（Ashworth and Bueno de Mesquita 2014 な

ど）においては通常、選挙前（1 期）と選挙後（2 期）それぞれの政策決

定から利得を得ることを想定するが、本稿のモデルの設定は選挙前の政策

のみを考えることを意味している。こうした設定を採用する理由は、選挙

後には選挙前とは異なる政策課題が浮上するといったようにまた違った環

境で政策決定がなされると考えられること、および選挙前における与党党

首（首相）の交代を考える場合には複数期間の政策的利得を考えるために

より複雑な設定が必要になることによる
⒄
。そこで、選挙後の政策的利得

についてはこの後に説明するような選挙後の首相の能力から生じる利得に

含まれるものと考える
⒅
。

次に誰が首相職の座にあるかということから生じる利得について説明し

よう。まず、I は首相職に就いていること、政権与党の座にあること、そ

して与党の座にあることを所与として能力の高い首相がその座についてい

ることからそれぞれ利得を得る
⒆
とする。前二者については自明だが、最

⒃　I について言えば、これは首相職や政権与党の座を維持したいという office-
seeking incentive のみならず、望ましい政策結果を追求する policy-seeking incentive
も持つことを意味する（cf. Müller and Strøm 1999）。

⒄　例えば I と R の政策選好の違いなども明示的に考慮する必要がある。

⒅　後の分析から明らかなように、このような設定は、有権者の政策的利得が選挙前

における現職首相の行動にのみ依存するために有権者の戦略の決定には影響を与え

ないということを意味する。よって、ここで有権者の政策的利得を考慮するのは（５）

節における厚生分析のためだけということになる。



首相の“責任”は追及すべきか①（上條）

- 13 -

後についても、将来の政策結果や有権者からの評価、そしてさらに将来の

選挙といったことに利害を持つことを考えれば自然であろう。ここでも単

純化のために、首相職からの利得と首相の能力からの利得は選挙時を基準

に評価すると考えよう。例えば、厳密にいえば、首相が辞任した場合、辞

任から選挙までは首相職から得る利得は発生しないはずだがここではそう

した細かいタイミングの違いは考慮せず、選挙前については 首相職にと

どまる場合も辞職する場合も、選挙前に首相職にあることから得る利得は

等しいと考える
⒇
。こうした簡便化の仮定を置くと、誰が首相の座にある

かから生じる 3 種類の利得のうち選挙前の状況から生じる部分については

I の意思決定に影響を与えない
�
ので、これらの利得については選挙後に

ついてのみ考えればよい。以下では、首相職に就いていることから I が得

る利得を 、政権与党の座にあることから得る利得を 、そして（与

党の座にあることを所与として）能力の高い首相がその座についているこ

とから得る利得を と表記することとする
�
。

これに対して、V については首相の能力のみから利得を得ると仮定する。

もちろん、有権者は首相候補の政策的能力以外にも無数の投票基準を持っ

ており、これは極めて大胆かつ過度に単純な仮定であることは明らかだが、

政党リーダーの政策的能力に関する認識が重要な投票基準であることはし

ばしば指摘され （cf. Clarke et al. 2009） 、かつ誰が首相であるかというこ

⒆　すなわち、仮に辞任をしたために R に首相が交代したとしても、R が高い能力を

持っている方が I により大きな利得をもたらすと考える。

⒇　同様に、能力についても選挙時を基準、つまり R に首相が交代したとしても選挙

前については現職首相の能力からの利得だけを考える。

�　なぜなら、いずれも I の決定の如何に関わらず選挙前の利得水準は変わらないか

らである。例えば政権与党にあることから得る利得については、I がどのような政

策を選択しようと、辞職をしようとしまいと、選挙前については G が政権与党の

座にある。

�　  は選挙後の（自党の）首相が能力が高いタイプであることから得る利得であり、

自党の首相の能力の高さはより遠い将来の政策的成功や選挙での勝利をもたらしや

すくなると考えられるので、これを政策や与党であることの長期的な価値と捉える

こともできる。
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とに、政治家 / 政党および有権者双方が強い利害関心を持つ状況における

戦略的意思決定が本稿の分析の主眼であるからこうした仮定を採用する。

首相の能力が高い場合有権者は利得１を得、能力が低い場合利得 0 を得る

ものとする
�
。

最後に本稿のキーパラメーターとなるのは、政策の失敗自体
�
から被る

コストである。冒頭で述べたように、政策の失敗自体から現職首相が被る

コストは、首相職にとどまり続けた場合、野党・メディアひいては世論か

らの批判を通じて発生するが、辞職した場合は“責任を取った”という

かたちでかなりの程度小さくなるものと考えられる。そこで単純化のため、

本稿のモデルでは政策が失敗しかつ首相の座にとどまった時に限りコスト

を負うものとする。

あらためてモデルのタイムラインを示すと、以下の通りとなる：

①　自然が I のタイプ を決定

②　I の政策選択　

③　（  の場合のみ）自然が政策の成功 / 失敗を決定

④　（政策が失敗した場合のみ）I の辞任の選択 、

　　　 の場合、自然が R のタイプ を決定

⑤　自然が O のタイプ を決定したうえで、

　　　有権者の投票 

　⑥　選挙結果に基づいて利得が決定

分析に入る前に、均衡の導出を容易にするための 2 つの前提について説

明しておく。

前提①　（tie-breaking ルール）

�　こうした利得の大きさは分析結果に影響を与えないので 1 と 0 に標準化する。

�　すなわち、政策の失敗による有権者からの評価の下方修正を除くコストである。
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（a）　I が  の間で無差別な場合、  を選択する

（b）　I が  の間で無差別な場合、  を選択する

（c）　G が  の間で無差別な場合、G を選択する

いずれも、本稿が確率 1 で各行動を選択する純粋戦略による均衡のみを扱

うため、無差別な場合の取り扱いを決めておくという技術的かつ

innocuous な仮定である。

前提②　（首相職の魅力）

首相職にあることから I が得る利得 B は十分大きい
�
。

首相職にあることが I にとって十分魅力的でない場合、仮に であっ

ても政策が失敗すれば I は辞職を選択する
�
。このような場合、その他の

パラメーターのあらゆる値について c はプレイヤーの行動に全く影響しな

い。これは本稿の分析の目的に反するため、B が十分大きい場合に限って

分析を行う。

以下ではこのモデルの均衡を導出していく。

（４）均衡分析（４）均衡分析

（４－１）解概念：逐次均衡（４－１）解概念：逐次均衡
��

本稿のモデルは、プレイヤー間に情報の非対称性がない対称情報のモデ

�　後の補題①の証明から明らかなように、具体的には である。

�　後の分析で示すように、政策が失敗したとき I は自分が能力の高いタイプである

確率が低いことを推論するからである。 
�　本節で扱うゲーム理論の諸概念、特に（弱）完全ベイジアン均衡と逐次均衡の詳

細については専門の邦語テキスト（岡田 （2011）、グレーヴァ （2011）など）を参照

されたい。英語文献になるが、より平易な解説としては Tadelis （2013）などがある。
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ルであるが、利得に影響を与える要素のうちプレイヤーが正確にその値を

知らないものがあり、かつ各プレイヤーが逐次的に行動するという不完備

情報の展開形ゲーム （extensive-form game with incomplete information）で

ある。不完備情報の展開形ゲームの解概念として、その技術的な扱いやす

さから近年標準的に用いられるのは「（弱）完全ベイジアン均衡 （（weak） 

perfect Bayesian equilibria, PBE）」と呼ばれるものだが、本稿ではクレプス

とウィルソンによる「逐次均衡 （sequential equilibria, Kreps and Wilson 

1982）」を採用する。

PBE と逐次均衡はともに、整合性 （consistency）と逐次合理性 （sequential 

rationality）という二つの要件を要求するものである。整合性とは、イン

フォーマルに言えば、相手の戦略や自然の選択に関する予測と実際の観察

双方に整合的になるように、相手が特定のタイプである確率を推論する（こ

のように“更新された （updated）”相手のタイプについての予測を事後信

念 （posterior beliefs）とよぶ）というものである。例えば、本稿のモデル

の例で言えば、政策の失敗を観察したら、現職首相が能力が高いタイプで

ある確率を当初より低く見積もることになる
�
。逐次合理性とは、再びイ

ンフォーマルに言えば、そうした事後信念と他のプレイヤーの戦略を所与

として利得を最大化する戦略を選択しているということであり、これは直

感的にもよく理解できるであろう。

PBE と逐次均衡が袂を分かつのはその整合性の定義においてである。

PBE における整合性とは、戦略プロファイルを所与として、いわゆるベイ

ズ・ルールによって事後信念を導くことを意味するが、この際ベイズ・ルー

ルが適用できるのは均衡経路上の情報集合、すなわち均衡戦略プロファイ

�　このように観察のみに基づいて信念を更新できるというのは必ずしも一般的では

なく、これは相手も自分のタイプが正確にわからないためにタイプ毎に異なる行動

をとることができないという対称情報の仮定の帰結である。相手が私的情報を持つ

非対称情報のモデルの場合、相手の各タイプがどのような行動をとってくるだろう

かという予想を合わせて初めて事後信念が形成できることになる。

�　相手の戦略に関する予測と自分の手番までに得た追加的な観察を所与として相手

が特定のタイプである確率を推論するということは、各情報集合に到達したことを
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ルにおいて正の確率で到達する情報集合についてのみである
�
。均衡経路

外の情報集合についてはベイズ・ルールが適用できないため、そうした情

報集合においては任意の信念が整合的なものとみなされることとなる。

こうした均衡経路外の情報集合における事後信念に対する PBE の取り

扱いは、本稿のようなモデルにおいては問題を生じさせる。例えば、I が

確率 1 で をとるような PBE があるかということを検討したとしよう。

このとき、 以降の情報集合は全て均衡経路外となるので、そこでは

任意の事後信念が許容されることとなる。そこで、 以降の V の情報

集合においてはすべて「I が能力が高いタイプである確率は 0」という事

後信念を持つとしよう。そうすると、I が に逸脱した場合必ず選挙に

おいて敗北するので、I の政策への利害関心が一定以下の水準ならばこう

した PBE が存在することとなる。しかし、こうした均衡が説得的でない

ことは今の議論が p が限りなく 1 に近い場合でも成立することを考えると

明らかであろう。つまり、いま安全な政策を取ればほぼ確実に能力が高い

と評価される状態であるにもかかわらず、もしリスクのある政策に逸脱を

すれば、“仮に成功しても”どういうわけか確実に能力が低いと評価され

る、ということをこの均衡は意味しているからである。このように PBE

は均衡経路外の情報集合における信念に制約をかけないため、多くの説得

的でない均衡が生じる可能性があるのである。

技術的になるため説明の詳細は省くが
�
、本稿が採用する逐次均衡は非

	 所与として、その情報集合に含まれる各決定節に到達している確率を求めるということに

等しい。ある情報集合に到達するという事象を h、その情報集合内の決定節 xに到達する

という事象を xと表記すると、ベイズ・ルールによる事後確率は、

となるから、確かに  の場合には定義できないことが分かる。

�　簡潔に言えば、すべての行動が正の確率で選択されるような「厳密に混合された行

動戦略 （completely mixed behavioral strategy）」の列の極限となるような均衡戦略プロ

ファイルを考えることで、すべての情報集合においてベイズ・ルールが適用できるよ

うにするということだが、逐次均衡の技術的な定義は以下のとおりである：

 定義　有限かつ完全記憶の展開形ゲームにおいて、アセスメント（戦略プロファイルと信

念の体系の組）（ ）が逐次均衡であるとは、厳密に混合された行動戦略プロファイル

と信念の体系の組の列  が存在し、以下の二つの条件が成り立つことである。
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常に自然な形でこうした均衡経路外の情報集合における事後信念に制約を

かけることができるため、多くの説得的でない均衡を排除することができ

る。

以下では、終節に近い方から、各情報集合に正の確率で到達することを

所与として、各手番における最適な意思決定を遡って求めてゆくことで逐

次均衡を導出する
�
。

（４－２）有権者の選択（４－２）有権者の選択

上述の通り、V には 4 つの情報集合があるので順に検討していこう。V

の政策的利得は、V の行動に影響を与えないので、V は単に G と O のう

ち能力が高いタイプである確率が高い方に投票することとなる。

（a）　I が安全な政策をとった場合

この情報集合に正の確率で到達することを所与とした場合の、I が能力

の高いタイプであるという V の事後信念を と表記しよう。

のとき、V が情報を更新する機会はないから、 である
�
。よって、

　（1）（整合性）

　　　任意の k について、  はベイズ・ルールによって から導かれ、

　　　　  が成り立つ

　（2）（逐次合理性）

　　　全てのプレイヤーについて、 を所与として が利得を最大化する

�　不完備情報の展開形ゲームにおいて、このように終節から遡って最適な意思決定

を求めていくという手続で均衡を導出することは一般にはうまくいかない。なぜな

ら後ろの情報集合における事後信念にはそれに先行する情報集合における行動が影

響するからである。しかし本稿のモデルにおいては、逐次均衡を用いることに加え

て、I がタイプごとに異なる行動をとることができないという二つの理由から、こ

のような単純な手続で均衡戦略を絞り込むことができる。

�　正確には、I が をとる確率を  とすると、ベイズ・ルールより

　　  となる。
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（b）　（I がリスクのある政策をとったうえで）政策が成功した場合

同様に、この情報集合に正の確率で到達することを所与とした場合の、

I が能力の高いタイプであるという V の事後信念を と表記する。ベ

イズ・ルールより、

である
�
。

よって、

（c ）　（I がリスクのある政策をとり、政策が失敗した上で）I が首相の座

に留まった場合

再び、この情報集合に正の確率で到達することを所与とした場合の、I

が能力の高いタイプであるという V の事後信念を と表記する。ベイ

ズ・ルールより、

である
�
。

よって、

�　正確には、 となる。

�　正確には、I が stay をとる確率を  とすると、ベイズ・ルールより

　　　  となる。
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（d ）　（I がリスクのある政策をとり、政策が失敗した上で）I が辞職した

場合

I が辞職した場合、V が R についての情報を更新する機会はないから、（a）

と同様に、

以上から明らかなように、I も自らのタイプについて正確にはわからな

いという対称情報の仮定の下では、V の意思決定は比較的単純である。な

ぜなら、I のタイプに関する V の追加的な情報源はリスクのある政策の結

果のみだからである。リスクのある政策が成功した場合は I が能力が高い

タイプであるという確率をベイズ・ルールに従って事前確率 p から上方に、

失敗した場合は下方に修正することになる。よって、（b）の場合は、p が

ある程度小さくても与党が勝利することができ、逆に （c） の場合は、p が

ある程度大きくなければ与党は勝利することができない。これに対して、

（a）、（d）の場合は、V は選挙時の首相の能力について情報を更新する機

会がないので、p のみに基づいて意思決定をすることとなる。

（４－３）首相の辞任（４－３）首相の辞任

次に、（４－２）における V の決定を所与として
�
、再びこの情報集合

に正の確率で到達することを仮定した場合の I の最適な辞任の選択を検討

しよう。

（４－２）（c）（d）からわかるように、リスクのある政策が失敗した場

�　注㉛を参照。正の確率で各情報集合に到達することを仮定して求めた V の決定を

所与として、遡って最適な行動を求めるというここでの手続は一般的には正しくな

い。



首相の“責任”は追及すべきか①（上條）

- 21 -

合の I の決定は、  という三つの場合でそれぞ

れ異なるから、この三つの場合に分けて検討していく。まず   の

場合の検討から以下の補題を得る。

補題①

（この情報集合に正の確率で到達することを所与としたうえで）

のとき、I が首相の座に留まることを選択するための条件は、

証明

 のとき、（４－２）（c）（d）より、  である。ま

た I の、自らが能力が高いタイプであるという事後信念は、政策の失敗を

観察した後であるので  に等しい。

よって、  と  それぞれの期待利得は以下の通り。

 

I が首相の座に留まることを選択するための条件は

なので、

 ■

この補題は、I が首相の座に留まることを選択するのは c が閾値 c* を下

回るときであることを意味しているが、パラメーター c が、政策が失敗し

たにもかかわらず首相の座にとどまることによって負うことになるコスト

であったことを考えるとおよそ自明な主張といえよう。前提②により I に
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とって首相職は十分大きい価値を持つから I は首相の座に留まる誘因を持

ちうる。しかしそのことによって負うコストが過大であれば、I は首相の

職を辞することを選ばざるを得ないのである。

こうした論理は閾値 c* に対する比較静学によっても補強される。すな

わち、c* の式から、明らかに  であるから、B の値が大きいほど、

すなわち I にとっての首相職の価値が大きいほど、補題①の条件が満たさ

れやすくなるのである。

このように補題①は非常に直観的なものだが、注意が必要なのは、これ

は   という特定の条件が満たされている場合についての主張であ

るということである。それでは「首相の座に留まるコストが小さければ留

まり、大きければ辞職するという」ここでの“自明な”主張はその他の

場合でも当てはまるのであろうか。  の場合の検討と補題①の主

張を併せて以下の命題を得る。

命題①命題①

パラメーター c の値が I の辞任の選択に影響するのは   のとき

のみである。

証明

まず、  の場合について検討する。このとき、（４－２）（c）（d）より、

 である。よって、 と それぞれの期待利得は以

下の通り。

以上より、c の値に関わらず  である。

次に、  の場合について検討する。このとき再び（４－２）（c）

（d）より、  である。よって、stay と resign それぞれの

期待利得は以下の通り。
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以上より、先ほどと同様に c の値に関わらず である。

 ■

この命題①は  の場合、c の値に関わらず I は辞任を選択するこ

とを意味している。補題①の  の場合と異なり、この場合に I の辞

任の選択が c の値に依存しない理由は極めて単純である。すなわち、本稿

のモデルでは対称情報を仮定しているので、上述の通り、V は事前確率 p

と政策結果のみを用いて I の能力について推論する。よってリスクのある

政策が失敗したことを観察した場合、p が一定以上（すなわち ）

大きくなければ、I の下で選挙を戦った場合必ず敗北してしまうことにな

る。選挙で敗北してしまえば選挙後の利得は全く得られないから、コスト

c の値にかかわらず首相の座に留まることにはなんらの合理性もないた

め、常に辞任を選択することになるのである。

本稿の分析の主眼は c が I の選択に与える影響だが、命題①の 

のときのように c の値に関わらず辞任を選択してしまう場合、このような

I の行動を含む均衡の経路上で I がコスト c を負うことはないから、I の政

策選択にも c は影響しないということになる。よって、この命題①を受け

て、以降では  の場合に分析の焦点を絞る。このとき、V は全て

の情報集合において G を選択するので、以下では簡略化のため、V の戦

略を  と表記する。

（４－４）首相の政策選択（４－４）首相の政策選択

上述の通り、以下では、  の場合について、（４－２）（４－３）

における各プレイヤーの決定を所与として
�
、I の最適な政策選択を検討す

�　注㉛、㉟を参照。
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る。

補題①より、c が閾値 c* を超えているかによって、I が辞任するかの選

択が異なるため、それぞれについて検討する。まず、 の場合につい

ての検討から以下の補題を得る。

補題②

 かつ  のとき、I がリスクのある政策を選択するための条

件は、

証明

（４－２）より、  のとき  であり、補題①より、 のとき、 

である。よって、 と それぞれの期待利得は以下の通り。

I がリスクのある政策を選択するための条件は  なの

で、
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 ■

この補題は、  かつ のとき、I がリスクのある政策を選択

するのは、c がまた別の閾値 c′も下回るときであることを示しているが、

この背後にもまた単純かつ直観的なロジックがある。  かつ 

のとき、リスクのある政策が失敗した場合も I は首相職にとどまる

ので、リスクのある政策を選択することのデメリットは失敗した場合にコ

スト c を負うことである。よって c が大きい場合には I は安全な政策をと

ることを好むのである。

それではリスクのある政策を選択することのメリットは何だろうか。それ

は政策から得られる利得である。このとき  であるから、リスクの

ある政策から得られる政策的（期待）利得  

は現状維持の政策的利得 0 を上回りかつ r に比例して大きくなる。よって I

の政策への利害関心が大きいほど、リスクのある政策をとるメリットは大き

くなる。

これらの論理も c* の場合と同様、閾値 c′に対する比較静学によって補

強される。すなわち、  の下で  であるから、r の

値が大きいほど、すなわち I にとっての政策への利害関心が大きいほど、

補題②の条件は満たされやすくなるのである。

それでは、c が閾値 c* を超え、リスクのある政策が失敗すると I が辞職

を選択するような場合の政策選択はどのようなものだろうか。 の場

合についての結果を示したのが以下の補題である。

補題③

 かつ  のとき、I がリスクのある政策を選択するための条

件は、
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証明

（４－２）より、  のとき  であり、補題①より、  の

とき、 である。よって、  と  それぞれの期待利得は以

下の通り。

　　

　　　　　　 

　　　　　　 

　　

I がリスクのある政策を選択するための条件は  なの

で、

 ■

が満たされ、リスクのある政策が失敗すると I が辞職を選択する

ような場合、I がコスト c を負うことはなくなるため、I の政策選択は c

以外のパラメーターの値によって決定されることとなる
�
。補題③は、I

がリスクのある政策をとるか安全な政策をとるかを決める c 以外のパラ

�　ただし、 という条件が満たされていることは前提とするため、c の値にプレ

イヤーの意思決定が全く影響を受けない  の場合とは状況が異なることに

注意が必要である。
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メーターに関する条件が、ここまでに登場した二つの閾値 c*，c′の大小関

係に集約されることを意味している。

上述したように、  であったから、補題③に示された条件

 は I にとっての首相職の価値が小さいほど、そして I にとっての政

策への利害関心が大きいほど満たされやすくなることになる。  

かつ  の場合にリスクのある政策を選択することには、辞職に追い

込まれる危険というデメリットと高い政策的（期待）利得というメリット

があるということを考えれば、これは自然な結果であろう。

それではその他のパラメーターについてはどうであろうか
�
。閾値をパ

ラメーター についてそれぞれ偏微分すると、  

が得られる。すなわち、補題③に

示された条件 は、I にとっての（自党の）首相が能力の高いタイプ

であることの価値 が大きいほど、そして両タイプの政策の成功確率の格

差 が大きいほど満たされやすくなる。まず の影響について言えば、こ

れは が満たされているときにリスクのある政策が失敗すると I が辞

職を選択するということに関係する。すなわち、安全な政策を選んだ場合、

I は自らの能力について情報を更新する機会がないので、選挙後の首相（す

なわち I 自身）の能力が高いという確率は である。これに対してリスク

のある政策をとった場合、もし成功すれば選挙後の首相の能力が高いとい

う確率は 、失敗した場合は（R に交代する結果） であるから、リス

クのある政策をとった場合の方が選挙後の首相の能力が高いという見込み

は大きいことになる
�
。よって、 が大きいほどリスクのある政策をとる

誘因も大きくなる。 については、このとき であり、事前には自

らの能力が高い確率の方が大きいから、 が大きいほどリスクのある政策

をとる誘因が大きくなることは明らかであろう。

㊳　閾値 c* の p に関する比較静学についてはその他のパラメーターの値によって正

負どちらの値も取りうるため、p の影響についてはここでは解釈しない。

�　詳しくは命題④の証明を参照。
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（４－５）逐次均衡（４－５）逐次均衡

ここまで、（４－２）において V の最適な投票行動を、そして 3 つの補

題を通じて、パラメーター c の値の大きさが I の行動に影響する場合の（す

なわち  の場合の）I の最適な行動を分析してきた。

そこでは、終節に近い方から、各情報集合に正の確率で到達することを

所与として、各手番における最適な意思決定を遡って求めてきたわけだ

が
�
、以下の命題によって、パラメーターの値に応じて、ここまで検討し

てきたような事後信念とそれを所与とした最適行動の組み合わせが実際に

純粋戦略における逐次均衡を構成しゲームの解となることが示される。

命題②命題②

 のとき、純粋戦略における逐次均衡  

はパラメーターの値に応じて以下のように一意に定まる
�
。

（a）　 の場合

（b）　 の場合

証明

注㉜、㉝、㉞と同様に、I が厳密に混合された行動戦略 をとる

とすると
�
、ベイズ・ルールより、

�　再び、注㉛を参照されたい。

�　正確には、I が辞職した場合の情報集合における V の事後信念も逐次均衡の要素

であるが、V の意思決定に影響を与えないためここでは省略する。

�　すなわち、σI
1 を Iが  をとる確率、σI

2 を I が  をとる確率とし、両者は

厳密に正の値をとるとする。
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が成り立つ。

これは任意のσI に対して成り立つので、上記の I の各均衡純粋戦略に

対して、十分に小さい正の数からなり 0 に収束する列  を用いて、

純粋戦略においてとられる行動をとる確率を 、他方をとる確率を

として作る厳密に混合された行動戦略の列  のそれぞれについても

当然成り立つ。 としたとき、事後信念はそれぞれ  に収束する

から、信念の体系（ ）は各均衡純粋戦略プロファイルに整合的である。

また、 としたとき、  は I の各純粋戦略に収束する。各均衡

戦略プロファイルについて、信念の体系（ ）を所与として（各パラメー

ターの値の下で）各純粋戦略が V の期待利得を最大化していることおよ

び V の戦略を所与として各純粋戦略が I の期待利得を最大化していること

は（４－２）から（４－４）で確認済みであるからこれらは逐次合理性も

満たす。

以上より、上記の各アセスメントは逐次均衡である。

 ■

I の均衡戦略に着目して命題②の内容を図示したものが以下である。



首相の“責任”は追及すべきか①（上條）

- 30 -

≤ ∗

∗ <

0 ∗

0 ∗

( , )( 1∗, 2∗) = ( , ) ( , )

( , ) ( , )( 1∗, 2∗) =

図　I の均衡戦略

命題②が示すように、純粋戦略における逐次均衡はパラメーターの値に

応じてただ一つに定まるが、二つの閾値 の大小関係と c の大きさの違

いによって 4 種類の均衡がある（これらを、図の表記の通り type- Ⅰ均衡

～ type- Ⅳ 均衡と呼ぼう）。

パラメーターの値についての各条件下において、両プレイヤーがどのよ

うな誘因に基づいてそれぞれの選択を行うかについては既に詳述したの

で、ここでは各均衡において均衡経路上で何が起こるかについてみていこ

う。まず が満たされている場合、c の大きさに応じて 3 種類の均衡

が存在する。c が小さいとき（ ）に生じる type- Ⅰ均衡においては、

I はリスクのある政策を選択し、仮に失敗しても首相の座に留まる。他方、

c が中程度（ ）の場合の type- Ⅱ均衡、および c が大きい場合の

type- Ⅲ均衡においては、I は安全な政策を選択する。

これに対して が満たされている場合には、c の大きさに応じて２
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種類の均衡が存在する。c が小さいとき（ ）には先ほどと同様の

type- Ⅰ均衡が成立するが、c が一定以上大きくなる（ ）と成立する

type- Ⅳ均衡においては、I はリスクのある政策を選択し、失敗した場合に

は辞職を選択する。

以上のように、c の大きさによって異なる均衡が成立する。それでは、

こうした各均衡下において有権者の利得はどのように異なるのであろう

か。次節では各均衡下における有権者の利得を比較することで本稿の分析

の主眼である c の影響について検討する。

（５）政策の失敗によるコストと有権者の利得水準（５）政策の失敗によるコストと有権者の利得水準

命題①、命題②の結果を踏まえ、あらためて政策が失敗したにもかかわ

らず首相の座にとどまることによって負うことになるコスト c の大きさの

違いによる影響を整理しておこう。

まず、命題①により、対称情報を仮定する本稿のモデルにおいて c がプ

レイヤーの選択に影響を与えるのは、与党リーダーの能力に関する評判 p

が一定以上大きい場合（ ）のみである。こうした条件が満たされ

るとき、c がどのような効果を持つかは、命題②より、c 以外のパラメーター

の値に依存する。

が大きい、 が小さい、 が小さい、 が小さいなどの理由により

が満たされている場合、type- Ⅰから type- Ⅲのどの均衡が実現して

も均衡経路上で I が辞任することはないので、c の大きさの違いが有権者

の利得に与える影響は、各均衡における政策的利得の違いによってのみ生

じることとなる。

対称的に、 が小さい、 が大きい、 が大きい、 が大きいなどの理由

により が満たされている場合、type- Ⅰ、type- Ⅳのいずれの均衡が

成立しても、均衡において I は同じリスクのある政策を選択するので、c

の大きさの違いが有権者の利得に与える影響は、各均衡における選挙後の

首相の能力の違いによってのみ生じることとなる。
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すなわち、 の場合、c の違いは現在の政策決定権者が有権者にとっ

て望ましい（政策的）行動をとるかという誘因付けの問題にのみ影響し、

の場合には、より能力の高い首相を有権者が選び出すことができる

かという選抜の問題にのみ影響する。以下では、それぞれの均衡について

有権者の利得水準を比較することで、c の違いが誘因付け・選抜に与える

影響を明らかにする。

（５－１）誘因付けに対する影響（５－１）誘因付けに対する影響

type- Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ均衡における有権者の政策的利得と c の関係について

述べたのが以下の命題である。

命題③命題③

type- Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ均衡における V の政策的利得の大きさについて、

type- Ⅱ = type- Ⅲ < type- Ⅰが成り立つ。

証明

各均衡は の条件の下で成立するので、  から V が得られる期

待利得は  である。 ■

この命題は、 が満たされている場合においてコスト c が一定以上

（ 以上）に大きくなることは有権者の政策的利得の減少をもたらすこと

を意味している。

 のとき、現首相 I は能力が高いタイプである可能性が高く、リ

スクのある政策を選択しても成功する可能性が高いので、有権者の視点か

らしても、I がリスクのある政策を選択したときの方が政策から得る利得

は大きくなる。

しかし、上述したように c が大きくなると、I は安全な政策を選択する

ようになり、したがって有権者の政策的利得の低下をもたらす。このこと

自体は、c がリスクのある政策の失敗から生じるコストであることから自
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明に見えるが、ここには二つの異なるメカニズムがある。すなわち、c が

中程度である場合の type- Ⅱ均衡においては、失敗した場合に I が首相の

座に留まるので、実際に均衡経路上でコスト c を負うおそれがある。よっ

てインフォーマルに言えば、この場合の失敗のリスクは、失敗にもかかわ

らず首相職にとどまった場合の野党・メディア・世論からの批判、それに

伴う政権運営の困難などに対するものである。これに対して c がより大き

い場合の type- Ⅲ均衡においては、失敗すれば I は辞任するので、均衡経

路上でコスト c を負うことはない。この場合の失敗のリスクとは、政策に

失敗すれば首相職を失うことに対するものなのである。

以上のように、コスト c の上昇は二つのメカニズムを通じて、首相に対

する誘因付けに悪影響を与えることがわかる。

（５－２）選抜に対する影響（５－２）選抜に対する影響

前項に対して、type- Ⅰ均衡と type- Ⅳ均衡における選挙後の首相の能力

と c の関係について述べたのが以下の命題である。

命題④命題④

type- Ⅰ均衡と type- Ⅳ均衡における、選挙後の首相が能力が高いタイプで

ある確率について、type- Ⅰ＜ type- Ⅳが成り立つ。

証明

type- Ⅰ均衡においては、均衡経路上でかならず I が選挙後の首相となる

ので、選挙後の首相が能力が高いタイプである確率は事前確率 p に等しい。

これに対して、type- Ⅳ均衡において、選挙後の首相が能力が高いタイ

プである確率は、リスクのある政策が成功した場合には I が、失敗した場

合には R が選挙後の首相となるので、以下のようになる：
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大小を比較するために両者の差をとると、

 ■

この命題は、先ほどの命題③とは対照的に、 が満たされている場

合においてコスト c が一定以上（c* 以上）に大きくなることは有権者が

選挙後の首相の能力の高さから得る利得の増加をもたらすことを意味して

いる。

この命題④の背後にあるメカニズムは、閾値 c* のαに関する比較静学

のところで述べたものとまったく同様である。すなわち、 が満たさ

れている場合の type- Ⅳ均衡においては、リスクのある政策が失敗した場

合、I は辞職を選択することになる。リスクがある政策が失敗したという

ことは、I が能力の高いタイプである見込みは小さいことになる。したがっ

て、そのような I が辞任し、事前確率 p で能力が高いタイプである R に交

代することは、有権者の利得の増加につながるのである。

以上のように、コスト c の上昇は、能力が低い可能性の大きい首相がそ

の座にしがみつくことを困難にするというメカニズムを通じて、高い能力

を備えた首相の選抜に良い影響を与えることがわかる。
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（６）結論と課題（６）結論と課題

あらためて本稿の知見をまとめよう。野党やメディアが政策的失敗に関

わらず辞任をしない首相を強く批判することなどによって、政策的失敗に

もかかわらず首相職にとどまることのコストが高まることは：

①　 人材プールの質、有能なリーダーを選出する力といったものに関する

与党の（野党に対する）相対的評判が一定以上高い場合に限って有権

者の厚生に影響を与える。

②　 首相にとって、首相職の価値が高い場合、首相の政策への利害関心が

小さい場合、 政策や与党であることのより長期的な価値が低い場合、

能力とリスクのある政策の結果の相関が小さい場合には、有権者の政

策的利得の減少をもたらす。

③　 反対に、首相にとって、首相職の価値が低い場合、首相の政策への利

害関心が大きい場合、 政策や与党であることのより長期的な価値が高

い場合、能力とリスクのある政策の結果の相関が大きい場合には、有

権者が選挙後に能力の高い首相を得る確率の（従って利得の）増加を

もたらす。

　こうした結果を踏まえて、「首相の“責任”は追及すべきか」という本

稿の主題に立ち返ると、政策的失敗は辞任に値するというある種の責任規

範の存在が有権者の厚生を高めるのかという問題への答えはケースバイ

ケースであるということになろう。上記②の諸条件が満たされている場合、

首相職にとどまるコストの増加は、有権者にとって本来は望ましい、首相

の大胆な政策決定を阻害することになってしまう。他方、上記③の諸条件

が満たされている場合、首相職にとどまるコストの増加は、政策に失敗し、

能力への期待が下がった首相がその座にしがみつくことを困難にし、相対

的に能力への期待が高い後継首相への交代を促すことになる。

数理モデルの含意は以上の通りであるが、その現実的な含意は、首相の

“責任”追及という野党やメディアが果たすべき根幹的な役割も、その在
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り様によっては必ずしも常に有権者のためになるものではない、というも

のであると言える。望ましくない現状に対して政府の政策（の失敗）が寄

与しているということを明らかにすることを超えて、首相の交代にまで

“責任”の内容を広げて世論に訴えかけることは、場合によっては（もち

ろん上述の通りそれが有権者にとって望ましい結果をもたらすこともある

が）有権者の厚生に悪影響を与えることもありうるのである。

以上のように本稿のモデルの分析から一定の知見が得られたが、首相職

にとどまるコストが影響を持つのは限定的な場合のみであるということに

は十分留意が必要であろう。上記①で述べたように、本稿のモデルにおい

ては、与党の相対的評判が一定以上高く、政策に失敗した場合でも現首相

の下で選挙を勝ち抜けるような場合にしか、首相職にとどまるコストは影

響を持たなかった。それほどの圧倒的な与党優位の状況というのはそれほ

ど一般的ではないから、そういった意味では本稿のモデルのレレバンスも

また限定的なものと言わざるを得ないだろう。

こうした結果は、対称情報の仮定に強く規定されていると考えられる。

すなわち、分析の中で述べた通り、有権者は首相の能力についての事前確

率と政策結果のみから首相の能力を推論するため、政策が失敗した場合に

は事前確率が一定以上高くない限り必ず現首相は辞任を選択することにな

る。それゆえに、首相職にとどまるコストが影響を持つのは限定的な場合

となってしまうのである。もし、非対称情報の仮定を採用し、首相が政策

や辞任の選択を用いて自らの能力を有権者にシグナルすることを許せば、

能力が高いという事前確率が低い場合でも、首相職にとどまる均衡が存在

し得、それゆえより広いケースで首相職にとどまるコストが影響を持つか

もしれない。したがって非対称情報の仮定を採用したモデルを分析するこ

とは、本稿の問題意識にとって実り多い次なるステップであるといえよう。

しかし、当然そうしたモデルにどれほどの価値はあるかは、実際分析を

行わなければわからない。こうした非対称情報モデルについては別稿にて

検討することとしよう。
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